
 

大阪府中高年世代活躍応援プロジェクト協議会事業実施計画 

 

１ 趣旨 

いわゆる就職氷河期世代に対し、政府は「経済財政運営と改革の基本方針 2019」

（令和元年６月２１日閣議決定。以下「骨太の方針 2019」という。）において「就

職氷河期支援プログラム」を策定し、当該世代の安定就労の実現に向け、３年間

の集中的な支援に取り組む方針が打ち出された。さらに「経済財政運営と改革の

基本方針 2022」（令和４年６月７日閣議決定。以下「骨太の方針 2022」という。）

において、令和４年度までの３年間の集中取組期間を「第一ステージ」と捉え、

令和５年度からの２年間を「第二ステージ」と位置付け、これまでの施策の効果

も検証の上、効果的・効率的な支援を実施し、成果を積み上げる旨の方針が定め

られた。 

この方針に向けた施策の具体化を図るため、大阪府においては、大阪府域の関

係機関・団体等を構成員として、「大阪就職氷河期世代活躍支援プラットフォー

ム」（以下「大阪ＰＦ」という。）を設置し、就職氷河期世代の積極採用や正社

員化の取組を推進していくための事業計画を策定し企業説明会や各種セミナー、

職場体験・実習等の取組を推進してきた。 

今般「経済財政運営と改革の基本方針 2024」（令和６年６月 21 日閣議決定。

以下「骨太の方針 2024」という。）において、「この世代の支援は、中高年層に

向けた施策を通じて、相談、リ・スキリングから就職、定着までを切れ目なく効

果的に支援する」とされたことを踏まえ、就職氷河期世代を含む不安定な就労を

繰り返し就職に支援が必要な中高年世代（以下「中高年世代」という。）へと対

象を広げ、引き続き官民一体となった中高年世代の雇用支援、正社員化等安定就

労に向けた支援に取り組むこととする。 

上記の方針に伴い、大阪ＰＦをもとに「大阪府中高年世代活躍応援プロジェク

ト都道府県協議会」（以下「大阪府協議会」という。）を設置し、大阪府中高年世

代活躍応援プロジェクト協議会事業実施計画（以下「事業計画」という。）を策

定する。 

 

２ 事業計画の実施期間 

事業計画は年度単位とし、始期は計画策定時点、終期は当該年度末とする。 

 

３ 大阪府協議会の推進体制及び進捗管理 

大阪府協議会の推進にあたっては、大阪府協議会設置要領に基づき推進する。

大阪府協議会の着実かつ効果的な推進を図るため、個々の取組や進捗状況を大

阪府協議会とりまとめ事務局において把握及び管理を行い、大阪府協議会設置



 

要領の５に規定する会議を開催する。 

 

４ 大阪府における現状 

(１)不安定な就労状態にある方 

「不安定な就労状態にある方（不本意に非正規雇用で働いている方など）」

（３５歳～５９歳）は、全国約１４０万人、大阪府においては、約９６，５０

０人と推計される。（※１） 

大阪府がインターネットで行ったアンケート調査（※２）では、不安定就労

をしている方のうち半数以上の方が、正規雇用を希望しており、正規雇用に対

する意向は、「自分の希望する仕事であれば転職（就職したい）」が４割程度と

一番多い。 

【正規雇用の意向】 

 

 

(２)就業を希望しながら長期にわたり無業の状態にある方 

「長期にわたり無業の状態にある方」（３５歳～５９歳）は、全国で約６０万

人、大阪府においては、約６０,２０２人と推計される。（※１） 

 大阪府がインターネットで行ったアンケート調査（※２）では、無業の状態

にある方のうち、「これまでに勤務した会社数が１社以下（無し含む）」が４割

を占め、働く目的は、「自身や家族の生計のため」が４割と一番多く、働きたく

ない理由は、「体力に自信がない、健康面」が一番多い。 
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【これまでに勤務した会社数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【働く目的、働きたくない理由】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(３)社会参加に向けた支援を必要とする方 

社会とのつながりをつくり、社会参加に向けたより丁寧な支援を必要とす

る方については、主に、ひきこもりの状態にある方が想定される。 

内閣府の調査（こども・若者の意識と生活に関する調査（令和４年度））

結果において、４０歳以上６４歳以下の広義のひきこもり状態（※３）にあ

る方は全国で約８５万７千人に上る（推計）。これを人口比（※４）で換算

すると、大阪府の４０歳以上６４歳以下の広義のひきこもりの状態にある方

は、約６万１千人と推計される。 
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育児・介護など家庭の事情から 10.6
働き先が見つからない、就活に疲れた 11.8

家から出たくないから 16.8
体力に自信がない、健康面から 19.8



 

   ※１ 総務省「就業構造基本統計調査（2017年）」 

      JILPT「若年者の就業状況・キャリア・職業能力開発の現状③」 

      「不安定な就労状態にある方」：現在非正規雇用で働いており、

かつ、現在の雇用形態に就いている理由について「主に正規の職

員・従業員の仕事がないから」と答えた方 

      「長期にわたり無業の状態にある方」：無業者のうち求職活動を

していない方で、卒業者かつ通学していず、配偶者なしで家事を

行っていない方 

   ※２ 令和元年度大阪府実施調査「大阪府における就職氷河期世代支援

策のあり方検討のためのインターネット調査業務」報告書。３５

～４９歳、２，０００人（非正規雇用１，５００人、無業５００

人）を対象者として実施。 

   ※３「こども・若者の意識と生活に関する調査」において定義。 

   ※４ 総務省「人口推計（令和４年）の全国（１億２，４９４万７千

人）と大阪府（８７８万２千人）の総人口比。 

 

５ 大阪府協議会における目標及び KPI 

中高年世代に属する支援対象者ごとの取組に係る目標及び KPI を以下の

とおり設定する。 

(１)不安定な就労状態にある方 

ア目標 

 不安定な就労状態にある方の正規雇用者を増やす。 

イ KPI 

別紙１のとおり定める。 

 

(２)就業を希望しながら長期にわたり無業の状態にある方 

ア目標 

 当事者やご家族の希望に応じ、求職活動へ踏み出すための支援を行い、

大阪府内の地域若者サポートステーション（以下「サポステ」という。）

を中心に関係機関が連携し、就労その他の職業的自立支援につなげるこ

とを目指す。 

イ KPI 

      別紙１のとおり定める。 

 

 



 

 (３)社会参加に向けた支援を必要とする方 

   ア 目標 

     市町村における居場所の整備その他、当事者の状態に合わせた支援

を行うための多様な取組を推進し、社会とのより太いつながりが生ま

れることを目指す。 

   イ ＫＰＩ 

     以下の府内市町村の取組を促進 

     ・市町村の相談支援体制の充実 

     ・生活困窮者自立支援制度就労準備支援事業の全福祉事務所設置自

治体での実施 

     ・居場所をはじめとする多様な社会参加の場の確保 

     ・地域共生社会の実現に向けた包括的支援体制の構築 

 

６ 大阪府協議会における取組事項 

 社会気運の醸成及び中高年世代、一人ひとりにつながる積極的な広報 

  （１）社会気運の醸成【全構成員】 

     中高年世代に対する採用・処遇改善や社会参加への支援に関する気運

を醸成するため、構成員が連携して以下の事項に取り組む。 

・大阪府協議会構成員が実施する各種取組等の周知 

    ・事業主向けセミナー、就職面接会の実施 

  （２）積極的な広報に向けた取組【全構成員】 

     ご本人やそのご家族、関係者に対して安定就職・社会参加の途を社会

全体で用意・応援しているというメッセージをあらゆる機会、ツー  

ルを活用して積極的に発信する。 

     構成員の機関誌、ホームページ、インターネット、ＳＮＳ等を活用し

た周知広報 

     市町村と連携した支援メニューの周知（市町村広報紙や回覧板等の活

用） 

 

７ 各構成員における取組事項 

（１）安定就職に向けた取組（不安定な就労状態にある方） 

ア ハローワークにおける各種支援の実施【大阪労働局】 

・「35歳からのキャリアアップコーナー」を設置し、担当者によるチーム

支援を実施 

・担当者制個別支援を中心としたキャリアコンサルティングの実施 

・生活設計面の相談 



 

・就職面接会・説明会の開催 

・各種セミナーの開催 

・必要な能力開発施策へのあっせん 

・中高年層（ミドルシニア）限定求人・歓迎求人に理解のある企業の開拓 

・就職後の定着支援 

イ 中高年世代を対象とした助成金の活用促進【大阪労働局】 

ウ ＯＳＡＫＡしごとフィールドにおける各種支援の実施【大阪府】 

・スキルアップセミナーの開催 

・キャリアカウンセリングの実施 

 エ しごと情報ひろば（天下茶屋・西淀川・平野・クレオ大阪西マザーズ）

における各種支援の実施【大阪市】 

 ・キャリアカウンセリング、就労相談の実施 

 ・求人企業情報の提供や、国の各種支援メニューへの誘導 

    ・就職支援セミナーの開催 

    ・合同企業説明会の開催 

    ・市立男女共同参画センター（クレオ大阪）への巡回就労相談の実施 

    ・個別ニーズに応じた求人開拓 

   オ さかいＪＯＢステーションや公益財団法人堺市就労支援協会（ジョブシ

ップさかい）等における各種支援の実施【堺市】 

・キャリアカウンセリング、就労相談の実施 

・就職支援セミナーの開催 

・求人企業情報の提供 

・企業説明会や企業と求職者の交流会の開催 

・職業能力開発講座の開催 

・個別ニーズに応じた求人開拓 

   カ 職業訓練の実施【大阪労働局、大阪府、高齢・障害・求職者雇用支援機

構】 

    ・公共職業訓練、求職者支援制度における職業訓練の実施 

   キ 合同企業説明会の開催【近畿経済産業局】 

 （２）就職実現に向けた基盤整備に資する取組（就業を希望しながら長期にわ

たり無業の状態にある方） 

  上記（１）の取組に併せ、以下の取組を行う。 

・サポステの取組強化。福祉施策とのワンストップ型支援や福祉機関等へ

のアウトリーチ展開の強化により、支援対象者を把握し、働きかけ、支援

を行う体制を整備【大阪労働局】 

・大阪市地域就労支援センターにおける就労相談等の寄り添い型支援、職



 

業紹介の実施【大阪市】 

・区役所への巡回就労相談の実施【大阪市】 

・堺市ユースサポートセンター（堺サポステ）におけるキャリア開発プロ

グラム、心理カウンセリング、保護者セミナー、訪問支援事業等の実施 

【堺市】 

・生活困窮者自立相談支援機関の就労支援員による支援、生活困窮者就労

準備支援事業、生活困窮者認定就労訓練事業の実施【堺市】 

 

（３）社会参加実現に向けた取組（社会参加に向けた支援を必要とする方） 

（市町村の相談支援体制の充実） 

 ・ひきこもり支援に関する相談窓口の明確化や広報を促す関わり等、ひき

こもり相談を適切な支援へつなげる市町村体制の形成・拡充を促進する支

援【大阪府】 

 ・市町村に対し、ひきこもり支援や市町村プラットフォーム形成・活用、

社会参加の場の確保等に関する先進的な取組や好事例の周知【大阪府】 

 ・市町村生活困窮者自立支援制度所管課への訪問による社会資源等の状況

把握、意見交換、情報提供等の実施【大阪府】 

   ・生活困窮者自立支援制度所管課をはじめとする市町村の支援者等の資質

向上のため、ひきこもり支援に関する研修の実施【大阪府】 

 （地域共生社会の実現に向けた包括的支援体制の構築） 

 ・市町村訪問による助言やアドバイザー派遣等を実施することにより、参

加支援事業を含む包括的な支援体制の構築に取組む市町村を支援【大阪府】 

・堺市ユースサポートセンター（堺市子ども・若者総合相談センター）に 

おけるひきこもり、ニートなど困難を抱える子ども・若者の支援の実施（利 

用者からの相談、グループ活動、就労準備講座の実施など）【堺市】 

・生活困窮者就労準備支援事業、生活困窮者認定就労訓練事業の実施 

【堺市】 

 

８ 社会参加活躍支援等孤独・孤立対策推進交付金事業の実施 

大阪府又は市町村が活用する「社会参加活躍支援等孤独・孤立対策推進交

付金」の事業内容については、別紙２「社会参加活躍支援等孤独・孤立対策

推進交付金（社会参加活躍支援等孤独・孤立対策関連事業（個別支援事業））

事業一覧」のとおりとする。 

また、当該別紙への追記又は変更を行う場合は、大阪府が事前に大阪府協

議会構成員の包括的な承認を得た上で、同交付金の追加・変更申請時に別紙

を修正するとともに、大阪府が当該構成員にその修正内容を通知すること



 

により、大阪府協議会計画の改定が行われたものとする。 

 

９ 市町村 PFとの連携 

大阪府協議会は、市町村ＰＦにおける経済団体や他の市町村等とのつな    

がり支援を行うとともに、市町村ＰＦの好事例の周知等、必要な情報提供を

行う。 

 

 

付則 令和７年８月７日施行 

 



(別紙１)

目標 正規雇用者を増やす

目標

目標

        全年齢層での目標。

※２　「地域若年サポートステーション」（サポステ）の対象年齢は15歳から49歳上限。

大阪府中高年世代活躍応援プロジェクト協議会事業実施計画に係る
目標及びＫＰＩ一覧

３　社会参加に向けた支援を必要とする方 令和7年度

市町村における居場所の整備その他、当事者の
状態に合わせた支援を行うための多様な取組を推
進し、社会とのより太いつながりが生まれることを
目指す

―

ＫＰＩ

「
府
内
市
町
村
の
取
組

」
の

促
進

「市町村の相談支援体制の充実」の促進 ―

「生活困窮者自立支援制度就労準備支
援事業の全福祉事務所設置自治体での
実施」の促進

―

「居場所をはじめとする多様な社会参加
の場の確保」の促進

―

「地域共生社会の実現に向けた包括的
支援体制の構築」の促進

―

ＫＰＩ

サポステの支援により就労等につながった件数
（※２） 1,025件

サポステにおける新規登録件数（※２） 1,400件

68.1%

２　就業を希望しながら長期にわたり無業の状態にある方 令和7年度

当事者やご家族の希望に応じ、求職活動へ踏み
出すための支援を行い、地域若者サポートステー
ションを中心に関係機関が連携し、就労その他職
業的自立支援につなげることを目指す

―

※３　速報値（計数処理の結果、修正が生じる可能性あり）

※１　雇用保険適用の就職率

１　不安定な就労状態にある方 令和7年度

―

ＫＰＩ

ハローワーク紹介による正社員就職件数 10,653件

キャリアップ助成金活用による正社員転換人数
（35歳以上） 6,247人

公的職業訓練の修了後３か月後の就職率（※１）

支援対象者区分※ 定量指標



(別紙２)

No 実施主体 事業名 事業の概要 計画期間

1 大阪府
中高年世代集中支援プロジェクト
事業

大阪府の総合就業支援拠点であるOSAKAしごとフィールドにおいて、
府内市町村が設置する就職に困難性を持つ求職者の相談窓口「地域就
労支援センター」と連携し、中高年世代の支援対象者の掘り起こし、
社会参画や就業に向けた研修、合同企業説明会など企業とのマッチン
グを一体的・広域的に支援。

令和７年度～令和８年度

2 東大阪市 若者・就職氷河期世代支援事業

中河内地域若者サポートステーションにおいて、幅広い困難を抱える
若者および就職氷河期世代の方を対象に、就職につなげるため、国の
委託事業と一体的に取り組む。国費の対象とならない心理相談やグ
ループワーク、職場見学、短期職場体験等を市独自事業として行うこ
とで、より効果的に、個々人の状況に寄り添った丁寧な支援を行って
いく。

令和７年度～令和８年度

3 泉佐野市
中高年世代等オンライン就労支援
事業

中高年齢層やひとり親等、就労に固有の課題を抱える個々人の状況に
応じた正規就労をサポートするためのオンライン相談プラットフォー
ムを構築し、キャリアカウンセリング、職業紹介・マッチング、定着
支援、求人開拓を一体的に実施する。求職者・転職希望者が、家に居
ながら、又は働きながらでも正規雇用やキャリアアップが行えるよ
う、時間と場所を問わないオンライン就労支援サービスを提供する。

令和７年度～令和８年度

社会参加活躍支援等孤独・孤立対策推進交付金（個別支援事業）活用事業一覧

（令和７年７月現在）


